
 

 

医師確保対策について 

 

 

【提案・要望事項】 

① 一定の仮定の下、機械的に算出された医師偏在指標のみをもって、各都道府県間

の医師確保対策に軽重がつけられることは、全く受け入れられないところであり、

制度面、財政面において、平等な競争性を保つこと。 

 ・ 国から示された医師確保計画策定ガイドラインでは、医師多数県とされる都道

府県は、「当該都道府県以外からの医師の確保は行わない。」、「目標医師数を既に

達成しており、新たに医師確保対策の立案を抑制する。」とされているが、本県は

他県からの医師派遣や、他県の大学に寄附講座を設けている中核病院も多い。 

また、全国平均を下回る診療科もあることから、これまでの取組や、地域の実情

に応じた新たな施策・方針を進めていくことは必要であり、その財源として、地域

医療介護総合確保基金の活用は不可欠と考えている。 

 ・ 需給分科会等において、「医師少数県以外は、今後、大学に対し地域枠(臨時定

員)の増員は要請できない」と議論されているが、本県は、地域枠医師をへき地を

はじめとする県内の地域偏在を解消するための貴重な人材と位置付けており、こ

のような制約を設けるべきではないと考えている。 

 

② 新専門医制度については、都市部に若手医師が集中するなど、さらなる医師偏在

を助長させ、地域医療の確保に大きな影響を及ぼすことが懸念されているが、日本

専門医機構の 2020 年度専攻医募集シーリング案は、医師の高齢化が全国より進行

している本県において、将来の若手医師の育成を制限し、急激な専門医の減少を招

くことから再検討を求める。専攻医募集等に関する検討事項については、都道府県

にも事前に情報提供いただき、各都道府県の意見を十分に反映させ、必要な措置を

講じること。 

 

③ 都道府県が実施する医師確保対策に対し、地域医療介護総合確保基金による支援

を継続するとともに、長期的な観点から財政支援措置を充実させること。 
 

【現状・課題】 

○ 平成 28 年 12 月現在、本県の人口 10 万人当たりの医師数 276 人は、全国平均(240.1

人)を上回っていますが、小豆医療圏(158.2 人)や、二次医療圏よりも小さい大川圏域

(153.5 人)、三豊圏域(203.6 人)では、全国平均を大きく下回っていることや、診療科別

においても、産婦人科(10.2 人)や救急科(2.1 人)で、それぞれ全国平均を下回っている

こと、それ以外の診療科で、地域医療の確保に資するため継続的に医師の養成が必要な

内科、外科、小児科、総合診療科においても、上述の３つの圏域で全国平均を下回って

いることなど、医師の地域偏在・診療科偏在はいまだ顕在化しており、県全体において、

医師が十分充足しているとは言えない状況です。 

 

○ また、本県では、全国に先行して医師の高齢化が進んでおり、45歳未満の医師の比率

は、平成 16年以降、全国平均を下回り、平成 28年 12月末現在で、全国平均が 41.5%で
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あるのに対し、本県は 35.9%と、大きく下回っています。若手医師の確保の観点では、

人口 10万人当たりの今年度の初期臨床研修マッチ者数(6.83 人)は、全国平均(7.26 人)

を下回っています。 

 

○ 平成 30 年度から新たな専門医制度がスタートしましたが、本県においては県内医療

機関で臨床研修を修了した若手医師の 3～4割が県外に流出しています。平成 31年度に

おける本県の人口 10万人あたりの専攻医採用者数(6.10 人)は全国平均(6.73 人)を下回

っており、この状況が続けば地域医療の崩壊につながりかねない危機的な状況になると

考えています。 

 

○ 本県において、医師多数区域(二次医療圏)とされている東部医療圏、西部医療圏に位

置する県内の複数の中核医療機関に対し、医師の充足状況や将来的な見込みなどに係る

意見を聴取したところ、「院長自らが医師確保に日々奔走している。」、「医師多数県と言

われても全く現実感がない。」、「臨床研修医、専攻医など、今後の地域医療を支える若手

医師の確保が進んでいない。」、「今後の病院を取り巻く地域環境の変化等により大きく

位置づけも変動することが想定される。」という意見が多数寄せられています。 

 

○ 今回示された医師偏在指標は、これまでの人口 10 万人対医師数では考慮されていな

い観点を反映させ、より実態に即した指標を算出するという取り組みであり、全国の状

況を相対的に比較する上で、参考となる指標ではあると考えますが、一定の仮定の下、

機械的に算出したこれらの数値を順位付けし、上位３分の１を「医師多数」、下位３分の

１を「医師少数」と区分しています。 

 

○ 平成 31 年３月に国から示された医師確保計画策定ガイドラインにおいては、今後の

医師確保対策の方針として、医師多数三次医療圏とされる都道府県は、「現時点以上の医

師確保対策を行う方針が定められることがないように医師確保方針を定める。」、「当該

都道府県以外からの医師の確保は行わない。」、「目標医師数を既に達成しているものと

して取り扱い、新たに医師確保対策を立案することを抑制する。」とされています。 

 

○ 一方で、本県は、医師多数県とされていますが、県内の中核病院の多くは、長年、他

県から医師の派遣を受けており、中には、他県の大学に寄附講座を設けているものもあ

ります。また、県内では、救急科のように全国平均を大きく下回っている診療科もあり

ます。こうした状況の中で、県内のみで医師確保を行うことは困難であり、仮に、県外

から医師の確保を行わないとなれば、県内の医療提供体制が維持できなくなります。 

 

○ このため、医師確保計画の策定にあたっては、医師確保の方針を一律に規定せず、産

婦人科や小児科以外の診療科においても、診療科ごとの医師必要数に応じて、県外から

医師確保ができるよう医師確保の方針を定めるとともに、必要に応じて、新たに医師確

保対策を立案する必要があります。また、その実施にあたっては、安定的な財源として、

地域医療介護総合確保基金の活用が欠かせません。 

 



 

 

○ また、第 27回医師需給分科会の資料では、「医師少数県以外は、大学に対し臨時定員

としての地域枠等を要請できない」とされていますが、本県は、地域枠医師を、医師が

特に不足している小豆、大川、三豊圏域等の重点配置病院群へ積極的に勤務させる香川

県キャリア形成プログラムを策定し、県内の地域偏在を解消するための貴重な人材と位

置付けていることから、地域枠（臨時定員）に制約を設けられると、本県の地域医療体

制の根幹を揺るがすことに繋がると危惧しています。 

 

○ 医師確保については、行政、関係医療機関が、様々な知恵を出し合い、密に連携を図

りながら、継続的に取り組んできており、その成果を得るためには長い年月を要するも

のです。これらの対応について、一時でも手を緩めれば、医師確保がままならなくなり、

取り返しのつかないことになりかねず、各都道府県が実施する医師確保対策については

平等な競争性を保つことが必要であると考えます。 

 

○ 新専門医制度については、都市部に若手医師が集中するなど、さらなる医師偏在を助

長させ、地域医療の確保に大きな影響を及ぼすことが懸念されます。例えば、臨床研修

や専門研修期間に限り、出身県でのみしか研修を受けられないようにするといった、本

県協議会での議論を踏まえて、国に提出した意見等、専攻医の地域偏在に対する抜本的

な是正策について検討し、必要な措置を講じていただくよう強く要望しております。 

 

○ こうした中、先月開催された令和元年度第 1回医道審議会 医師分科会 医師専門研修

部会において、日本専門医機構による 2020 年度専攻医募集シーリング案が示されまし

たが、前述のとおり、本県は、医師の高齢化が全国より進行している中、初期研修医が

県外に流出していることから、若手医師の確保が緊喫の課題であるにもかかわらず、現

時点の医師数のみをもって設けられたシーリング案では、将来の若手医師の育成が制限

され、特に、麻酔科や整形外科、小児科などの診療科においては、急激な専門医の減少

が強く懸念されます。 

 

○ また、本県では、内科や小児科などの６診療科を、特に、県内で不足している、又は、

継続的な確保が必要な診療科として指定し、専門研修を支援していますが、先のシーリ

ング案では、意欲がありながら本県が指定する専門分野に進めない初期研修医が生じ、

混乱を招く可能性もあることから、こうした案が、事前の説明もなく示されたことは遺

憾であり、再検討の必要があります。 

 

○ 県民が、各地域でそれぞれの状態に応じた適切な医療を、持続可能な形で受けられる

体制を構築するため、医師を確保・育成し、県内定着に繋げていくことは、重要な課題

であり、医師確保対策に継続的・計画的に取り組むため、事業執行に必要な財源の確保、

財政支援措置の充実が必要と考えています。 

 

 

【所管府省】厚生労働省（医政局） 

【県関係課】医務国保課 


